技術相談・学術指導契約書

学校法人関西大学（以下、「甲」という。）と　　　　　　　　（以下、「乙」という。）は、次の条項によって技術相談・学術指導契約を締結する。

（指導概要）

第１条　甲は、乙の委託により技術相談・学術指導（以下、「本指導」という。）を次のとおり実施する。

(1) 指導事項・内容
(2) 指導担当者

（指導期間）

第２条　本指導のための期間は、　　　年　　月　　日　から　　年　　月　　日までとする。
（指導経費の負担）

第３条　乙は、本指導に必要な経費（以下、「指導経費」という。）として金　　　　　　　円（消費税及び地方消費税別）を負担するものとする。

２　前項の指導経費の納入日は、甲の乙に対する請求書発行日から１カ月以内とし、その納入方法は、甲の指定する銀行口座へ乙が消費税額を加算して振り込むものとする。なお、甲の指定する銀行口座への入金等に係る手数料は、乙の負担とする。
３　前項により振り込まれた指導経費については、第５条第２号に規定する事由を除き、一切返還しないものとする。

（設備等の帰属）

第４条　前条第１項による指導経費により甲が取得した設備等は、甲に帰属するものとする。

（指導の中止）

第５条　本指導を中止する場合は、甲乙協議のうえ決定するものとし、いずれかが一方的にこれを行うことはできないものとする。なお、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各号の定めによるものとする。
(1)　乙の事由により本指導を中止する場合、乙は第３条第１項に定める指導経費を全額負担する
ものとする。

(2)　甲の事由により本指導を中止する場合、甲は指導経費の残額の一部又は全部を、乙の請求に基づき返還するものとする。

(3)　天災その他やむを得ない事由により中止する場合、乙の損害に対し、甲はその責を負わないものとする。
（指導期間の延長）

第６条　本指導を延長する場合は、甲乙協議のうえ決定するものとし、いずれかが一方的にこれを行うことはできないものとする。

（知的財産権の帰属）

第７条　本指導の結果得られた知的財産権は、当該知的財産権の発生の経緯を勘案しその取扱いについて甲乙協議して決定するものとする。
２　前項の結果、当該知的財産権が甲乙の共有となった場合は、出願及び持分について、別途締結する共同出願契約書に従うものとし、出願手続及び維持管理に要する費用は、甲乙協議のうえ負担割合を決定するものとする。

（指導成果の公表）
第８条　甲及び乙は、本指導によって得られた成果を公表することができるものとする。ただし、公表の時期及び方法については、甲乙協議のうえ事前にこれを定めるものとする。

（秘密の保持）
第９条　甲及び乙は、本指導の遂行の過程で相手方から開示を受け又は知り得た相手方の技術上若しくは営業上の一切の情報について、あらかじめ相手方の同意を得ずして第三者に開示してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合はこの限りではない。

(1) 相手方から開示を受け又は知り得た時、すでに自己が所有していた情報。

(2) 相手方から開示を受け又は知り得た時、すでに公知になっている情報。

(3) 相手方から開示を受け又は知り得たのち、自己の責によらず公知となった情報。

(4) 相手方から開示を受け又は知り得たのち、第三者から秘密保持義務を伴わずに知得した情報。

(5) 相手方の本秘密情報によらず、自己が独自に開発したことを証明できる情報。

(6) 法令により開示を強制されるもの。

（ノウハウの秘密保持）
第10条　甲及び乙は、本指導の結果、ノウハウ（秘密として扱われる財産的価値のある技術情報）として保護すべき指導成果が得られたときは、甲乙協議のうえ、ノウハウの内容を取りまとめ、秘匿する期間を協議するものとする。
（非保証）
第11条　甲は、本指導の内容及び結果に関して特別な成果が得られることを保証しない。また、乙が本指導の成果を利用した場合の結果については、その損害等一切責任を負わないものとする。
（解　約）

第12条　甲及び乙は、相手方が本契約の条項に違反したとき、又は本契約の履行において不正な行為があったときは、本契約を全部又は一部を解約することができる。

２　第５条に定める規定により指導を中止したときは、本契約を解約したものとする。

（契約有効期間）

第13条　本契約の有効期間は、第２条に定める期間の満了をもって終了するものとする。

２　前項にかかわらず、第７条及び第10条に定める規定は当該条項が終了するまで存続するものとし、第８条及び第９条に定める規定は、本契約期間終了後２年間存続するものとする。
（協　議）

第14条　本契約に定めのない事項又は疑義が生じたときは、甲乙協議のうえこれを定めるものとする。

（裁判管轄等）
第15条　本契約の準拠法は日本国法とし、本契約に関する訴は、大阪地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

＜以下、余白＞
本契約締結の証として、契約書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有するものとする。

　　年　　月　　日

大阪府吹田市山手町３丁目３番35号

甲　　　　学校法人関西大学

理事長　　芝井　敬司　　　印

○○県○○市○○町○丁目○番○号

乙　　　　○○○○株式会社
代表取締役　○○　○○　　印


